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１．平成20年３月期の連結業績（平成19年４月１日～平成20年３月31日）

(1）連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

20年３月期 60,443 △0.5 1,541 △16.2 1,042 △42.3 434 △74.7

19年３月期 60,725 0.7 1,839 4.8 1,807 △0.2 1,721 54.0

１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

自己資本
当期純利益率

総資産
経常利益率

売上高
営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

20年３月期 11 12 ― ― 1.7 1.8 2.6

19年３月期 44 00 ― ― 6.8 3.0 3.0

（参考）持分法投資損益 20年３月期 ― 百万円 19年３月期 ― 百万円

(2）連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

20年３月期 58,076 25,522 43.9 652 30

19年３月期 60,361 25,985 43.0 664 10

（参考）自己資本 20年３月期 25,522百万円 19年３月期 25,985百万円

(3）連結キャッシュ・フローの状況

営業活動による
キャッシュ・フロー

投資活動による
キャッシュ・フロー

財務活動による
キャッシュ・フロー

現金及び現金同等物
期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

20年３月期 2,183 △4,221 133 4,639

19年３月期 7,345 △3,090 △2,326 6,577

２．配当の状況

 １株当たり配当金 配当金総額
(年間)

配当性向
（連結）

純資産配当率
（連結）（基準日） 中間期末 期末 年間

円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

19年３月期 6 00 6 00 12 00 469 27.3 1.9

20年３月期 6 00 6 00 12 00 469 107.9 1.8

21年３月期（予想） 6 00 6 00 12 00 － 67.1 －

３．平成21年３月期の連結業績予想（平成20年４月１日～平成21年３月31日）

（％表示は、通期は対前期、第２四半期連結累計期間は対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第２四半期連結累計期間 30,000 △0.4 △300 ― △300 ― △200 ― ― ―

通期 61,500 1.7 1,200 △22.2 1,200 15.1 700 60.9 17 89

－ 1 －



４．その他

(1）期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）　無

 

(2）連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（連結財務諸表作成のための基本となる重要な

事項の変更に記載されるもの）

①　会計基準等の改正に伴う変更　有

②　①以外の変更　　　　　　　　無

（注）詳細につきましては、18ページからの「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」をご覧下さい。

(3）発行済株式数（普通株式）

①　期末発行済株式数（自己株式を含む） 20年３月期 39,131,000株 19年３月期 39,131,000株

②　期末自己株式数 20年３月期 4,076株 19年３月期 2,476株

（注）１株当たり当期純利益（連結）の算定の基礎となる株式数につきましては、42ページ「１株当たり情報」を

ご覧下さい。

（参考）個別業績の概要

１．平成20年３月期の個別業績（平成19年４月１日～平成20年３月31日）

(1）個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

20年３月期 50,050 1.1 1,218 △1.3 847 △33.4 425 △71.7

19年３月期 49,497 2.6 1,233 △9.8 1,272 △12.2 1,503 57.7

１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

円 銭 円 銭

20年３月期 10 87 ― ―

19年３月期 38 43 ― ―

(2）個別財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

20年３月期 48,845 22,880 46.8 584 77

19年３月期 49,294 22,985 46.6 587 44

（参考）自己資本 20年３月期 22,880百万円 19年３月期 22,985百万円

２．平成21年３月期の個別業績予想（平成20年４月１日～平成21年３月31日）

（％表示は、通期は対前期、第２四半期累計期間は対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第２四半期累計期間 24,500 △1.4 △500 ― △400 ― △200 ― ― ―

通期 51,000 1.9 700 △42.5 800 △5.6 500 17.6 12 78

※　業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

　本資料に記載されている業績予想の見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であ

ると判断する一定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予

想の前提となる仮定等は、次ページからの「１．経営成績（1）経営成績に関する分析」の「②　次期の見通し」を

ご覧下さい。

新日本無線㈱ (6911) 平成 20 年 3 月期決算短信

－ 2 －



１．経営成績
(1）経営成績に関する分析

①　当期の経営成績

　当連結会計年度におけるわが国経済は、企業収益の改善を背景に緩やかな回復傾向で推移いたしましたが、原油

等の原材料価格の高騰、米国でのサブプライム住宅ローン問題を発端とする世界的な金融不安や株価低迷、米国経

済の減速懸念等により年度末にかけて景気の先行きに不透明感が増してまいりました。エレクトロニクス業界では、

薄型TV、デジタルスチルカメラ等のデジタル家電や携帯電話機等の需要が堅調に推移いたしました。

　当グループにおきましては、主力の半導体部門及びマイクロ波管・周辺機器部門の売上は堅調に推移いたしまし

たが、前年度における衛星通信用コンポーネント製品の旺盛な需要が沈静化し、マイクロ波応用製品部門の売上は

低調に推移いたしました。

　この結果、当連結会計年度の業績は、低調なものとなりました。なお、当期純利益につきましては、前年度比で

は大幅に減少しておりますが、これは前年度において当社の退職金及び退職年金制度の変更に伴う退職給付債務の

減額分を退職給付引当金戻入額として特別利益に993百万円計上していたためであります。

売上高 60,443百万円 （前年度比　0.5％減）

営業利益 1,541百万円 （前年度比 16.2％減）

経常利益 1,042百万円 （前年度比 42.3％減）

当期純利益 434百万円 （前年度比 74.7％減）

　事業の種類別セグメント情報については記載しないことができる場合に該当しますが、当該セグメント情報の区

分に代えた事業部門別の業績は次のとおりであります。

　なお、各事業部門の営業損益は配賦不能営業費用控除前の営業損益であります。

（マイクロ波管・周辺機器部門）

　官公需電子管・周辺機器は大型電子管等が主要顧客向けに、民需電子管・周辺機器は主に船舶レーダ市場向けに

売上が増加し、いずれも堅調に推移いたしました。

　この結果、売上高及び営業利益は堅調なものとなりました。

売上高 4,578百万円 （前年度比　8.4％増）

営業利益 594百万円 （前年度比 18.7％増）

（マイクロ波応用製品部門）

　主力の衛星通信用コンポーネント製品は、前年度におけるVSAT(Very Small Aperture Terminal)市場の旺盛な需

要が、期初の予想どおり沈静化したこと等により低調に推移、地上通信用コンポーネント製品は、国内の地上デジ

タル放送関連機器向けの売上増加により好調に推移いたしました。

　この結果、売上高及び営業利益は低調なものとなりました。

売上高 　4,731百万円 （前年度比 23.8％減）

営業利益 805百万円 （前年度比 39.9％減）

（半導体部門）

　電源用ICはデジタルスチルカメラ及びゲーム機向けの増加、DSP(デジタルシグナルプロセッサ)は薄型TVへの新規

採用等、LCDドライバICは車載表示パネル向けへの新規採用等により、売上が増加いたしました。

　一方、オペアンプ・コンパレータは伸び悩み、オーディオ用ICはTV向けアナログオーディオプロセッサの減少、

ビデオ用IC及び水晶発振器用ICはデジタルスチルカメラ向けの売上が減少いたしました。

　光半導体デバイスは光学ドライブ向けの新規採用、マイクロ波デバイス(GaAs IC)も携帯電話機向け等の増加によ

り、売上が増加いたしました。

　また、子会社㈱エヌ・ジェイ・アール福岡の受託生産販売及び㈱エヌ・ジェイ・アールトレーディングの他社製

品販売は、低調に推移いたしました。

　この結果、売上高及び営業利益は微増となりました。

売上高 51,132百万円 （前年度比　1.7％増）

営業利益 6,052百万円 （前年度比　1.5％増）

新日本無線㈱ (6911) 平成 20 年 3 月期決算短信

－ 3 －



　所在地別セグメントの業績は、次のとおりであります。

　なお、各セグメントの売上高はセグメント間の内部売上高を含んでおり、営業損益（消去前）は配賦不能営業費

用控除前の営業損益であります。

（日本）

　主力の半導体製品におきましては、電源用ICはデジタルスチルカメラ及びゲーム機向けの増加等、DSP(デジタル

シグナルプロセッサ)は薄型TVへの新規採用等により、売上が増加いたしました。

　一方、オペアンプ・コンパレータは伸び悩み、オーディオ用ICはTV向けアナログオーディオプロセッサの減少、

水晶発振器用ICはデジタルスチルカメラ向けの減少により、売上が減少いたしました。

　光半導体デバイスは光学ドライブ向けの新規採用、マイクロ波デバイス(GaAs IC)も携帯電話機向け等の増加によ

り、売上が増加いたしました。

　マイクロ波応用製品におきましては、衛星通信用コンポーネント製品が低調に推移いたしました。

　この結果、売上高は前年同期間並み、営業利益は低調なものとなりました。

売上高 59,567百万円 （前年度比　0.6％減）

営業利益 7,561百万円 （前年度比　5.8％減）

（アジア）

　主力の半導体製品におきましては、ビデオ用ICの売上が堅調に推移した一方、オペアンプ・コンパレータはポー

タブルオーディオ向けの減少、電源用ICはプリンタ向けの減少、オーディオ用ICは採用のあった薄型TVの生産減少

があり、売上が減少いたしました。また、子会社THAI NJR CO.,LTD.は、営業損失となりました。

　この結果、売上高は増加いたしましたが、営業損失となりました。

売上高 12,366百万円 （前年度比　5.7％増）

営業損失 190百万円 （前年度は、127百万円の営業損失）

（北米）

　主力の半導体製品におきましては、電源用ICはポータブルGPSの生産好調及び薄型TVへの新規採用により好調に推

移いたしましたが、オペアンプ・コンパレータは伸び悩み、オーディオ用ICは薄型TV向けの減少により、売上が減

少いたしました。また、他社製品販売は好調に推移いたしました。

　この結果、売上高及び営業利益は堅調なものとなりました。

売上高 2,705百万円 （前年度比  2.7％増）

営業利益 20百万円 （前年度は、30百万円の営業損失）
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②　次期の見通し

　今後の経済見通しにつきましては、サブプライムローン問題の震源地である米国の景気減速の影響が広がりを見

せ、景気の停滞色が強まってきております。米国は住宅投資の冷え込みが続き、個人消費や設備投資の伸びも鈍化

しつつあり、世界全体への影響が避けられず、世界経済は下振れリスクの高い状況におかれております。日本は比

較的底堅いとされてはおりますが、円高、株安、原材料高に直面して景気の好循環メカニズムが弱まってきており、

踊り場で踏み留まるか、後退に向かうかの岐路、どちらに転ぶかの分水嶺にあります。

　このような経済予測の中での電子工業分野は、経済情勢の不透明感はありますが、一方で北京オリンピック開催

に伴う薄型TVへの買替需要や、新興国の経済成長に伴うデジタル製品の拡大が期待でき、３年続けてのプラス成長

が予測されております。しかしながら、直近の円高や株安が消費マインドを冷え込ませ、五輪商戦特需が薄まる懸

念も出てきております。

　このような状況下、当グループにおきましては需要動向を的確につかみ取り、業績の停滞を打開して成長を図る

べく立案いたしましたが、若干の増収ながら利益は横這いの見通しであります。その要因は、円高や各種制度変更

に伴う影響、及び原材料価格の高騰等の負担によるものではありますが、これらは事業の継続性の観点では吸収し

なければならない事でもありますので、2008年度の事業活動全体の中で対応してまいる所存であります。

　事業部門別では、マイクロ波管・周辺機器部門の官公需向けで顧客の調達計画の縮小が予定されており、また、

マイクロ波応用製品部門では主要顧客の事業戦略の変更が明らかになったことにより、それぞれ減収見込みといた

しましたが、主力の半導体製品部門では、半導体全品目に亙る既存製品の深耕と用途拡大の取組みはもとより、比

較的好調と言われているパソコン、デジタルAV機器、携帯電話機、自動車関連製品への対応を推進し、電源用IC、

オーディオ／ビデオ用IC、オペアンプ、マイクロ波デバイス等での新製品展開を絡ませながら、ラインアップを強

化した拡販を見込んでおります。

　このような事業環境を踏まえ、現時点での平成21年３月期の業績予想につきましては、次のとおりであります。

なお、本業績予想にはリース取引に関する会計基準（企業会計基準第13号 平成19年３月30日改正）を適用しており

ますが、業績予想に与える影響は軽微であります。

（連結業績予想）

 売上高 61,500百万円 （前年度比  1.7％増）

 営業利益 1,200百万円 （前年度比 22.2％減）

 経常利益 1,200百万円 （前年度比 15.1％増）

 当期純利益 700百万円 （前年度比 60.9％増）

（個別業績予想）

 売上高 51,000百万円 （前年度比  1.9％増）

 営業利益 700百万円 （前年度比 42.5％減）

 経常利益 800百万円 （前年度比  5.6％減）

 当期純利益 500百万円 （前年度比 17.6％増）

　上記業績予想の達成に向け、市場動向を注視しながら時宜を得た経営判断と不断の経営努力を継続してまいりま

す。

　以上の見通しの為替レートは、105円／米ドルを採用しております。なお、当社の配当金につきましては安定配当

継続の観点から１株当たり12円とし、その内中間配当金は６円とさせていただく予定であります。
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(2）財政状態に関する分析

①　資産、負債、純資産及びキャッシュ・フローの状況に関する分析

　当連結会計年度末の資産合計は、現金及び預金の減少などにより前年度末比2,284百万円減少して58,076百万円と

なりました。負債合計は、買掛金の減少などによって前年度末比1,822百万円減少して32,553百万円となりました。

この結果、純資産合計は、前年度末比462百万円減少して25,522百万円となり、自己資本比率は前年度末比0.9ポイ

ント上昇して43.9％となりました。

②　当連結会計年度のキャッシュ・フローの状況

　当連結会計年度末の現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は、前年度末比1,937百万円減少（前年度は

1,949百万円の増加）して、4,639百万円となりました。

　各キャッシュ・フローの状況については次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　税金等調整前当期純利益が923百万円（前年度は2,740百万円）となり、減価償却費4,736百万円（前年度は3,896

百万円）、たな卸資産の増加額△684百万円（前年度は減少額213百万円）、仕入債務の減少額△1,049百万円（前

年度は増加額975百万円）、法人税等の支払額△1,102百万円（前年度の支払額△659百万円）などを調整した結果、

営業活動では2,183百万円の資金の増加（前年度は7,345百万円の資金の増加）となりました。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　有形固定資産の取得による支出が△4,075百万円（前年度の支出△2,947百万円）となったことなどから、投資

活動では4,221百万円の資金の減少（前年度は3,090百万円の資金の減少）となりました。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　短期借入金の増加額800百万円（前年度は減少額△1,635百万円）及び配当金の支払額△469百万円（前年度の支

払額△469百万円）などにより、財務活動では133百万円の資金の増加（前年度は2,326百万円の資金の減少）とな

りました。

③　翌連結会計年度のキャッシュ・フローの見通し

　当連結会計年度に比較して、税金等調整前当期純利益の増加などにより営業活動においては資金の増加幅が拡大

する見込みであります。投資活動では有形固定資産の取得による支出の増加などにより資金の減少幅が拡大し、財

務活動では長・短借入金の増加などによって資金の増加幅が同程度となることを見込んでおります。

　これにより、翌連結会計年度の資金は1,600百万円程度の減少が見込まれ、翌連結会計年度末の資金の残高は3,000

百万円程度になるものと予想しております。

④　キャッシュ・フロー関連指標の推移

 平成17年３月期 平成18年３月期 平成19年３月期 平成20年３月期

自己資本比率（％） 38.4 41.3 43.0 43.9

時価ベースの自己資本比率（％） 56.2 53.6 45.7 24.1

キャッシュ・フロー対有利子負債比率（％） 206.4 153.4 120.4 430.6

インタレスト・カバレッジ・レシオ（倍） 50.0 66.2 82.6 19.1

　（注）１　自己資本比率：自己資本／総資産

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産

キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／キャッシュ・フロー

インタレスト・カバレッジ・レシオ：キャッシュ・フロー／利払い

２　各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。

３　株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式総数（自己株式控除後）により算出しております。

４　キャッシュ・フローは、連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを使用してお

ります。有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子の負担を伴う負債を対象としており

ます。また、利払いについては、連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用しております。

　なお、上記の金額及びこれ以降の記載金額には、消費税等は含まれておりません。
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(3）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当

　当グループは、株主の皆様に対して安定した配当を継続することが重要であると考えております。

　また、内部留保資金につきましては研究開発や設備投資及び事業継続性確保等に充当いたします。

　なお、当期・次期の配当につきましては、上記の方針に照らし、１ページ「２．配当の状況」に記載のとおりの配

当を計画しております。

(4）事業等のリスク

　当グループにおいて認識しております事業活動上のリスクの内、主要なものを記載しております。ただし、本記載

事項は当グループの事業リスクをすべて網羅しているものではありません。本記載事項以外の突発的事象により、業

績に影響を及ぼす恐れがあります。

①　為替変動によるリスク

　当グループの連結売上高に占める海外売上高の割合は下表のとおりであります。当グループの海外売上高は、主

として米ドル建であることから、為替レートの変動が業績に影響を及ぼす恐れがあります。当グループでは為替予

約により為替レートの変動によるリスクの影響を最小限に留める等の措置を講じておりますが、そのリスクを完全

に回避出来るものではありません。

当グループの連結売上高全体に占める海外売上高比率

平成19年３月期 平成20年３月期

47.1％ 45.1％

②　市況変動によるリスク

　当グループの連結売上高に占める半導体部門売上高の割合は下表のとおりであります。半導体に関する技術革新、

価格競争あるいは需要の変化により、業績に影響を及ぼす恐れがあります。

当グループの連結売上高全体に占める半導体売上高比率

平成19年３月期 平成20年３月期

82.8％ 84.6％

③　災害、事故によるリスク

　当グループは、リスクマネジメントシステムの運用により災害・事故の未然防止及び発生時の損害極小化等、事

業継続性の確保に鋭意取り組んでおりますが、大地震等の大規模災害や火災等の突発的な事故が発生した場合、生

産設備の破損による製造ラインの稼働停止や物流ルートの遮断等により製品の生産や出荷が遅延する可能性があり

ます。このような状態に陥った場合、当グループの社会的信用失墜及び業績に影響を及ぼす恐れがあります。

④　情報漏洩によるリスク

　当グループは、個人情報や取引先情報等の保護について、社内規程の制定、従業員への教育及び社内ネットワー

クへの不正アクセス防止等の対策を実施しておりますが、情報漏洩によるリスクを完全に回避出来るものではあり

ません。万が一、情報漏洩が起きた場合、当グループの社会的信用失墜及び損害賠償請求等により業績に影響を及

ぼす恐れがあります。

⑤　製品の品質によるリスク

　当グループは、調達、設計、開発及び製造の各段階において品質の維持、向上に努めておりますが、製品の欠陥

や瑕疵等が発生する可能性があります。製品の欠陥等が発生した場合、当グループの社会的信用失墜及び損害賠償

請求等により業績に影響を及ぼす恐れがあります。
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２．企業集団の状況
　当社の企業集団は、親会社日清紡績㈱、当社及び平成20年１月10日設立の恩結雅(上海)貿易有限公司を含む子会社９

社で構成されております。

　当社の親会社 日清紡績㈱は、繊維事業、ブレーキ製品事業、紙製品事業、化成品事業、エレクトロニクス製品事業、

不動産事業及びその他の事業を営んでおり、当社は同社より材料等を購入しております。

　当社及び子会社９社は、主に電子部品（マイクロ波管・周辺機器、マイクロ波応用製品、半導体）の製造・販売及び

研究開発業務を分担し、事業活動を展開しております。

　当グループの事業に係わる位置づけは次のとおりであります。

 マイクロ波管・周辺機器部門

 　研究開発、設計、製造  当社

 　販売
 当社、㈱エヌ・ジェイ・アールトレーディング

 NJR CORPORATION、NJR(SINGAPORE)PTE LTD

 マイクロ波応用製品部門

 　研究開発、設計、製造  当社

 　販売
 当社、㈱エヌ・ジェイ・アールトレーディング

 NJR CORPORATION、NJR(SINGAPORE)PTE LTD

 半導体部門

　研究開発  当社

　設計  当社、佐賀エレクトロニックス㈱、NJR(SINGAPORE)PTE LTD

　製造
 当社、佐賀エレクトロニックス㈱、㈱エヌ・ジェイ・アール秩父

 ㈱エヌ・ジェイ・アール福岡、THAI NJR CO.,LTD.

　販売
 当社、佐賀エレクトロニックス㈱、㈱エヌ・ジェイ・アールトレーディング

 NJR CORPORATION、NJR(SINGAPORE)PTE LTD、恩結雅(上海)貿易有限公司

　受託生産及び販売  ㈱エヌ・ジェイ・アール福岡

　子会社㈱エヌ・ジェイ・アールサービスは、当グループの各種派遣及び間接業務代行を行っております。

　事業の系統図は次のとおりであります。

 
 親会社  
日清紡績㈱ 

 連結子会社  
㈱エヌ・ジェイ・アールトレーディング 

NJR CORPORATION 

恩結雅(上海)貿易有限公司 

 連結子会社  
佐賀エレクトロニックス㈱ 

 連結子会社  
NJR(SINGAPORE)PTE LTD 

 連結子会社  
㈱エヌ・ジェイ・アール福岡 

 連結子会社  
THAI NJR CO., LTD. 

㈱エヌ・ジェイ・アール秩父 

当
社 

マイクロ波管・周辺機器 
マイクロ波応用製品 

半導体 

 連結子会社  
㈱エヌ・ジェイ・アールサービス 

材料 

業務委託 

得
意
先 

製品 

製品 

設計 

製品 

部品 

外注加工 
・設計 

外注加工 

製品 

製品 

製品 

製品 

製品 
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３．経営方針
(1）会社の経営の基本方針

　当グループは、「社会の期待と顧客の期待の適合における中心的役割を果たすことによって、健全な社会成長の一

助となる」ことを企業目的としております。具体的には、独創的「マイクロエレクトロニクスとマイクロウェーブ」

技術を軸とした最適部品の提供を通して企業目的を実現してまいります。

 

(2）目標とする経営指標

　当グループが重視する経営指標は、次の４指標であります。

    連結売上高 　　　　　 1,000億円 以上     総資産回転率　　  　　 1.2回転 以上 

    連結売上高経常利益率　　　 10％ 以上  　 自己資本当期純利益率      20％ 以上

　半導体・電子部品業界を事業領域としている当グループといたしましては、効率性を重視しつつ、継続的な成長に

必要な設備投資・研究開発投資を可能にする規模と収益性が必要であると考えております。

 

(3）中長期的な会社の経営戦略

　　 当グループの成長のための中長期的な経営戦略は、以下の点を重視し策定しております。

①　主力の半導体事業の戦略は、営業力の強化と体制の整備、競争力ある新製品の開発であります。そのための

施策として、大阪・シンガポールの各デザインセンターの活用による顧客に密着した営業活動の強化と、平成

20年１月設立の子会社 恩結雅(上海)貿易有限公司による中国華北・華東地域での拡販、更に通信、産業機器、

車載用等新規応用分野への取組強化により、顧客ニーズを的確に捉えた効率的な活動を展開してまいります。

　生産活動におきましては、統括機能を強化し、より高効率かつ高品質な生産体制構築を目指します。また、

THAI NJR CO.,LTD.の増産体制確立により価格競争力を高める一方、㈱エヌ・ジェイ・アール福岡や佐賀エレク

トロニックス㈱の事業推進体制強化によりグループ全体での半導体生産体制拡充を計画しております。

 ②　当グループにおきましては、品質経営・環境経営の推進を実践しております。既に認証取得済の品質マネジ

メントシステムの国際規格 ISO9001、環境マネジメントシステムの国際規格 ISO14001に加え、自動車産業界向

けの品質マネジメントシステムの国際規格 ISO/TS16949は、品質向上のみならず、特に車載用分野への拡販に

寄与するものであり、当グループ内への適用拡大を図ります。また、リスクマネジメントシステムの導入と定

着化をはじめとした内部統制システムの整備・運用により、社会的責任経営を実践してまいります。

 

(4）会社の対処すべき課題

　当グループの主力分野である半導体市場を取巻く環境は、ユビキタス社会実現に向けたデジタル化・ネットワーク

化の急速な普及に伴い、世界規模での開発競争や価格競争が益々熾烈化しております。このような環境下、市場のト

レンドを的確に捉え、独創的技術を駆使し、市場のニーズに応えてゆくためには、売上高の伸長、新製品開発の推進、

工程品質の追求等これらの行動を通して当グループとしての成長力を追求してまいる所存であります。

　また、「内部統制システムの整備の基本方針」に基づき、財務報告の信頼性を確保するための体制を整備・運用し

てまいります。

 

(5）その他、会社の経営上重要な事項

　該当事項はありません。

 

以上 
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４．連結財務諸表
(1）連結貸借対照表

  
前連結会計年度末

（平成19年３月31日）
当連結会計年度末

（平成20年３月31日）
増減（△）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

金額(百万円)

（資産の部）          

Ⅰ　流動資産          

１　現金及び預金   6,577   4,639   △1,937

２　受取手形及び売掛金 ※２  15,258   14,591   △667

３　たな卸資産   14,816   15,325   508

４　繰延税金資産   1,098   1,000   △97

５　その他   269   677   408

６　貸倒引当金   △107   △90   17

流動資産合計   37,913 62.8  36,145 62.2  △1,767

Ⅱ　固定資産          

１　有形固定資産 ※１         

(1）建物及び構築物  25,775   25,769   △5  

減価償却累計額  18,620 7,154  18,691 7,078  70 △75

(2）機械装置及び運搬
具

 61,047   61,740   692  

減価償却累計額  54,770 6,277  56,254 5,485  1,484 △791

(3）工具器具及び備品  11,227   11,347   120  

減価償却累計額  9,671 1,556  9,743 1,604  72 47

(4）土地   239   232   △7

(5）建設仮勘定   386   439   52

有形固定資産合計   15,615 25.9  14,840 25.6  △774

２　無形固定資産          

(1）施設利用権   13   13   △0

(2）借地権   46   46   ―

(3）ソフトウェア   168   504   335

(4）ソフトウェア仮勘
定

  90   41   △49

無形固定資産合計   318 0.5  604 1.0  285

３　投資その他の資産          

(1）投資有価証券   2,818   2,708   △110

(2）長期貸付金   7   ―   △7

(3）繰延税金資産   3,034   3,094   60

(4）破産債権等   1   1   ―

(5）その他   680   710   29

(6）貸倒引当金   △28   △28   △0

投資その他の資産合
計

  6,514 10.8  6,485 11.2  △28

固定資産合計   22,448 37.2  21,931 37.8  △517

資産合計   60,361 100.0  58,076 100.0  △2,284
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前連結会計年度末

（平成19年３月31日）
当連結会計年度末

（平成20年３月31日）
増減（△）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

金額(百万円)

（負債の部）          

Ⅰ　流動負債          

１　支払手形及び買掛金   9,435   8,166   △1,268

２　短期借入金   8,077   8,853   776

３　１年内返済予定の
長期借入金

※１  185   170   △15

４　未払法人税等   613   38   △575

５　未払消費税等   47   ―   △47

６　未払費用   4,081   3,523   △558

７　役員賞与引当金   28   27   △0

８　その他   2,219   2,467   248

流動負債合計   24,687 40.9  23,247 40.1  △1,440

Ⅱ　固定負債          

１　長期借入金 ※１  274   91   △183

２　繰延税金負債   ―   0   0

３　退職給付引当金   8,840   8,654   △185

４　役員退職慰労引当金   277   282   5

５　その他   295   277   △18

固定負債合計   9,688 16.1  9,306 16.0  △381

負債合計   34,376 57.0  32,553 56.1  △1,822

（純資産の部）          

Ⅰ　株主資本          

１　資本金   5,220   5,220   ―

２　資本剰余金   5,223   5,223   ―

３　利益剰余金   14,856   14,821   △34

４　自己株式   △1   △2   △0

株主資本合計   25,298 41.9  25,262 43.5  △35

Ⅱ　評価・換算差額等          

１　その他有価証券評価
差額金

  885   821   △63

２　為替換算調整勘定   △198   △561   △363

評価・換算差額等合計   687 1.1  259 0.4  △427

純資産合計   25,985 43.0  25,522 43.9  △462

負債及び純資産合計   60,361 100.0  58,076 100.0  △2,284
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(2）連結損益計算書

  
前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

増減（△）

区分
注記
番号

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

金額(百万円)

Ⅰ　売上高   60,725 100.0  60,443 100.0  △282

Ⅱ　売上原価 ※
1、
2

 47,295 77.9  47,533 78.6  238

売上総利益   13,429 22.1  12,909 21.4  △520

Ⅲ　販売費及び一般管理費 ※２         

１　貸倒引当金繰入額  15   ―   △15  

２　給与手当  4,152   4,046   △105  

３　役員賞与引当金繰入
額

 28   36   8  

４　退職給付引当金繰入
額

 379   342   △37  

５　役員退職慰労引当金
繰入額

 62   62   △0  

６　減価償却費  101   108   7  

７　賃借料  435   434   △1  

８　技術提携費  403   421   17  

９　開発研究費  3,431   3,427   △4  

10　その他  2,579 11,590 19.1 2,487 11,367 18.8 △92 △223

営業利益   1,839 3.0  1,541 2.6  △297

Ⅳ　営業外収益          

１　受取利息  7   13   5  

２　受取配当金  26   36   10  

３　屑売却益  121   196   75  

４　その他  66 222 0.4 83 330 0.5 16 107

Ⅴ　営業外費用          

１　支払利息  89   119   29  

２　為替差損  66   631   564  

３　損害賠償金  92   30   △62  

４　その他  5 254 0.4 49 829 1.4 44 575

経常利益   1,807 3.0  1,042 1.7  △764
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前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

増減（△）

区分
注記
番号

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

金額(百万円)

Ⅵ　特別利益          

１　固定資産売却益 ※３ 9   8   △1  

２　貸倒引当金戻入額  ―   0   0  

３　投資有価証券売却益  ―   4   4  

４　退職給付引当金戻入
額

※４ 993 1,002 1.6 ― 13 0.0 △993 △989

Ⅶ　特別損失          

１　固定資産除却損 ※５ 65   127   61  

２　固定資産売却損 ※６ 3   3   0  

３　投資有価証券評価損  ―   0   0  

４　投資有価証券売却損  ― 69 0.1 0 132 0.2 0 63

税金等調整前当期純
利益

  2,740 4.5  923 1.5  △1,817

法人税、住民税及び
事業税

 946   237   △709  

過年度法人税、住民
税及び事業税

 ―   176   176  

法人税等調整額  71 1,018 1.7 73 488 0.8 1 △530

当期純利益   1,721 2.8  434 0.7  △1,286
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(3）連結株主資本等変動計算書

前連結会計年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

 
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年３月31日残高（百万円） 5,220 5,223 13,638 △1 24,081

連結会計年度中の変動額      

利益処分による剰余金の配当
（百万円）

― ― △234 ― △234

剰余金の配当（百万円） ― ― △234 ― △234

利益処分による取締役賞与金
（百万円）

― ― △35 ― △35

当期純利益（百万円） ― ― 1,721 ― 1,721

自己株式の取得（百万円） ― ― ― △0 △0

株主資本以外の項目の連結会計年度中の
変動額（純額）（百万円）

― ― ― ― ―

連結会計年度中の変動額合計（百万円） ― ― 1,217 △0 1,217

平成19年３月31日残高（百万円） 5,220 5,223 14,856 △1 25,298

 

評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券
評価差額金

為替換算調整勘定 評価・換算差額等合計

平成18年３月31日残高（百万円） 759 △506 252 24,333

連結会計年度中の変動額     

利益処分による剰余金の配当
（百万円）

― ― ― △234

剰余金の配当（百万円） ― ― ― △234

利益処分による取締役賞与金
（百万円）

― ― ― △35

当期純利益（百万円） ― ― ― 1,721

自己株式の取得（百万円） ― ― ― △0

株主資本以外の項目の連結会計年度中の
変動額（純額）（百万円）

126 308 434 434

連結会計年度中の変動額合計（百万円） 126 308 434 1,651

平成19年３月31日残高（百万円） 885 △198 687 25,985

新日本無線㈱ (6911) 平成 20 年 3 月期決算短信

－ 14 －



当連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

 
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成19年３月31日残高（百万円） 5,220 5,223 14,856 △1 25,298

連結会計年度中の変動額      

剰余金の配当（百万円） ― ― △469 ― △469

当期純利益（百万円） ― ― 434 ― 434

自己株式の取得（百万円） ― ― ― △0 △0

株主資本以外の項目の連結会計年度中の
変動額（純額）（百万円）

― ― ― ― ―

連結会計年度中の変動額合計（百万円） ― ― △34 △0 △35

平成20年３月31日残高（百万円） 5,220 5,223 14,821 △2 25,262

 

評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券
評価差額金

為替換算調整勘定 評価・換算差額等合計

平成19年３月31日残高（百万円） 885 △198 687 25,985

連結会計年度中の変動額     

剰余金の配当（百万円） ― ― ― △469

当期純利益（百万円） ― ― ― 434

自己株式の取得（百万円） ― ― ― △0

株主資本以外の項目の連結会計年度中の
変動額（純額）（百万円）

△63 △363 △427 △427

連結会計年度中の変動額合計（百万円） △63 △363 △427 △462

平成20年３月31日残高（百万円） 821 △561 259 25,522
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(4）連結キャッシュ・フロー計算書

  
前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

増減(△)

区分
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円）
金額

(百万円)

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロー     

１　税金等調整前当期純利益  2,740 923 △1,817

２　減価償却費  3,896 4,736 839

３　固定資産除却損  65 127 61

４　貸倒引当金の増加・減少（△）額  15 △1 △16

５　退職給付引当金の減少額  △398 △185 212

６　役員退職慰労引当金の増加額  45 5 △39

７　受取利息及び受取配当金  △34 △50 △16

８　支払利息  89 119 29

９　為替差損・益（△）  △53 30 83

10　売上債権の減少額  386 390 3

11　たな卸資産の増加（△）・減少額  213 △684 △898

12　仕入債務の増加・減少（△）額  975 △1,049 △2,025

13　役員賞与の支払額  △35 ― 35

14　その他  150 △1,011 △1,161

小計  8,060 3,349 △4,710

15　利息及び配当金の受取額  34 50 16

16　利息の支払額  △88 △114 △25

17　法人税等の支払額  △659 △1,102 △442

営業活動によるキャッシュ・フロー  7,345 2,183 △5,162

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー     

１　有形固定資産の取得による支出  △2,947 △4,075 △1,127

２　有形固定資産の売却による収入  13 13 △0

３　無形固定資産の取得による支出  △161 △178 △16

４　投資有価証券の取得による支出  △2 △1 0

５　投資有価証券の売却による収入  0 8 8

６　貸付金の回収による収入  15 15 ―

７　その他の投資等の取得による支出  △22 △11 10

８　その他の投資等の回収による収入  13 8 △4

投資活動によるキャッシュ・フロー  △3,090 △4,221 △1,130

新日本無線㈱ (6911) 平成 20 年 3 月期決算短信

－ 16 －



  
前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

増減(△)

区分
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円）
金額

(百万円)

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー     

１　短期借入金の増加・減少（△）額  △1,635 800 2,435

２　長期借入金の返済による支出  △214 △184 29

３　自己株式の取得による支出  △0 △0 △0

４　配当金の支払額  △469 △469 0

５　その他  △6 △11 △5

財務活動によるキャッシュ・フロー  △2,326 133 2,460

Ⅳ　現金及び現金同等物に係る換算差額  21 △33 △54

Ⅴ　現金及び現金同等物の増加・
減少（△）額

 1,949 △1,937 △3,887

Ⅵ　現金及び現金同等物の期首残高  4,627 6,577 1,949

Ⅶ　現金及び現金同等物の期末残高 ※ 6,577 4,639 △1,937
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継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況

前連結会計年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

　該当事項はありません。

当連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

　該当事項はありません。

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

項目
前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

１　連結の範囲に関する事項

(1）連結の範囲に含めた子

会社

連結子会社数　　　８社

連結子会社名

佐賀エレクトロニックス㈱

㈱エヌ・ジェイ・アールトレーディング

NJR CORPORATION

㈱エヌ・ジェイ・アール秩父

THAI NJR CO., LTD.

NJR(SINGAPORE)PTE LTD

㈱エヌ・ジェイ・アールサービス

㈱エヌ・ジェイ・アール福岡

連結子会社数　　　９社

連結子会社名

佐賀エレクトロニックス㈱

㈱エヌ・ジェイ・アールトレーディング

NJR CORPORATION

㈱エヌ・ジェイ・アール秩父

THAI NJR CO., LTD.

NJR(SINGAPORE)PTE LTD

㈱エヌ・ジェイ・アールサービス

㈱エヌ・ジェイ・アール福岡

　恩結雅(上海)貿易有限公司

　なお、当連結会計年度から子会社恩結雅

(上海)貿易有限公司（平成20年１月10日設

立）を新たに連結の範囲に含めております。

(2）非連結子会社 ――――― ―――――

２　持分法の適用に関する事

項

　持分法の適用の対象となる非連結子会社

及び関連会社はありません。

同左

３　連結子会社の事業年度等

に関する事項

　連結子会社の事業年度の末日は連結決算

日と一致しております。

　連結子会社のうち、恩結雅(上海)貿易有

限公司の事業年度の末日は12月31日であり

ます。連結財務諸表の作成にあたっては、

連結決算日現在で実施した仮決算に基づく

財務諸表を使用しております。

　なお、他の連結子会社の事業年度の末日

は連結決算日と一致しております。

４　会計処理基準に関する事

項

(1）重要な資産の評価基準

及び評価方法

（有価証券）

その他有価証券

時価のあるもの

　連結会計年度末日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は全部純資産直

入法により処理し、売却原価は移動平

均法に基づいて算定）によっておりま

す。

（有価証券）

同左

時価のないもの

　移動平均法に基づく原価法によって

おります。

（デリバティブ）

　時価法によっております。

（デリバティブ）

同左
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項目
前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

（たな卸資産）

　移動平均法及び総平均法並びに個別法に

基づく原価法によっております。なお、在

外連結子会社は、製品、商品について移動

平均法に基づく低価法によっております。

（たな卸資産）

同左

(2）重要な減価償却資産の

減価償却の方法

（有形固定資産）

　主として定率法によっております。ただ

し、連結財務諸表提出会社及び国内連結子

会社は、平成10年４月１日以降取得した建

物（建物附属設備を除く）については定額

法を採用しております。

　なお、主な耐用年数は次のとおりであり

ます。

建物及び構築物　　　　　　　２～50年

機械装置及び運搬具　　　　　２～15年

工具器具及び備品　　　　　　１～20年

（有形固定資産）

　主として定率法によっております。ただ

し、連結財務諸表提出会社及び国内連結子

会社は、平成10年４月１日以降取得した建

物（建物附属設備を除く）については定額

法を採用しております。

　なお、主な耐用年数は次のとおりであり

ます。

建物及び構築物　　　　　　　２～60年

機械装置及び運搬具　　　　　２～17年

工具器具及び備品　　　　　　１～20年

（会計処理の変更）

　従来、連結子会社㈱エヌ・ジェイ・アー

ル福岡における有形固定資産の減価償却の

方法は定額法を採用しておりましたが、当

連結会計年度から定率法（平成10年４月１

日以降取得した建物（建物附属設備を除く）

を除く）に変更しております。この変更は、

既存設備の老朽化などに伴う維持費用等の

漸増に対応し、適正な費用収益対応を維持

するとともに、投下資本の早期回収を通じ

て財務体質の健全化を図るために行ったも

のであり、これにより、連結財務諸表提出

会社が採用する減価償却の方法に統一され

ることになりました。

　なお、前連結会計年度と同一の方法によっ

た場合に比し、当連結会計年度の減価償却

費は210百万円多く、営業利益、経常利益及

び税金等調整前当期純利益はそれぞれ198百

万円少なく計上されております。

　また、セグメント情報に与える影響は、

（セグメント情報）に記載しております。

（会計処理の変更）

　連結財務諸表提出会社及び国内連結子会

社は、法人税法の改正に伴い、当連結会計

年度から、平成19年４月１日以降に取得し

た有形固定資産について、改正後の法人税

法に規定する減価償却の方法によっており

ます。

　これにより、前連結会計年度と同一の方

法によった場合に比し、当連結会計年度の

減価償却費は270百万円多く、営業利益、経

常利益及び税金等調整前当期純利益はそれ

ぞれ232百万円少なく計上されております。

　なお、セグメント情報に与える影響は、

（セグメント情報）に記載しております。

（追加情報）

　連結財務諸表提出会社及び国内連結子会

社は、法人税法の改正に伴い、平成19年３

月31日以前に取得した資産については、改

正前の法人税法に規定する減価償却の方法

により取得価額の５％相当額に到達した連

結会計年度の翌連結会計年度から、取得価

額の５％相当額と備忘価額との差額を５年

間にわたり均等償却し、減価償却費に含め

て計上しております。

　これにより、当連結会計年度の減価償却

費は481百万円多く、営業利益、経常利益及

び税金等調整前当期純利益はそれぞれ398百

万円少なく計上されております。

　なお、セグメント情報に与える影響は、

（セグメント情報）に記載しております。
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項目
前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

（無形固定資産）

　定額法によっております。

　なお、主な耐用年数は次のとおりであり

ます。

自社利用のソフトウェア　　　３～10年

（無形固定資産）

同左

(3）重要な引当金の計上基

準

（貸倒引当金）

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、

一般債権については貸倒実績率により、貸

倒懸念債権等特定の債権については個別に

回収可能性を検討し、回収不能見込額を計

上しております。

（貸倒引当金）

同左

（役員賞与引当金）

　役員賞与の支出に備えるため、当連結会

計年度において負担すべき支給見込額を計

上しております。

（役員賞与引当金）

　役員賞与の支出に備えるため、当連結会

計年度において負担すべき支給見込額を計

上しております。

（会計処理の変更）

　当連結会計年度から、「役員賞与に関す

る会計基準」（企業会計基準第４号　平成

17年11月29日）を適用しております。これ

は企業会計基準委員会から当該基準が公表

され、当連結会計年度から適用されること

となったためであります。

　なお、前連結会計年度と同一の方法によっ

た場合に比し、当連結会計年度の販売費及

び一般管理費は28百万円多く、営業利益、

経常利益及び税金等調整前当期純利益はそ

れぞれ28百万円少なく計上されております。

　また、セグメント情報に与える影響は、

（セグメント情報）に記載しております。
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項目
前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

（退職給付引当金）

　従業員の退職給付に備えるため、当連結

会計年度末における退職給付債務及び年金

資産の見込額に基づき、当連結会計年度末

において発生していると認められる額を計

上しております。

　数理計算上の差異は、各連結会計年度の

発生時における従業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数（15年）による定額法に

より、それぞれ発生の翌連結会計年度から

費用処理することにしております。

　過去勤務債務は、その発生時において一

括処理しております。

（退職給付引当金）

　従業員の退職給付に備えるため、当連結

会計年度末における退職給付債務及び年金

資産の見込額に基づき、当連結会計年度末

において発生していると認められる額を計

上しております。

　数理計算上の差異は、各連結会計年度の

発生時における従業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数（15年）による定額法に

より、それぞれ発生の翌連結会計年度から

費用処理することにしております。

（追加情報）

　従来、連結子会社㈱エヌ・ジェイ・アー

ル福岡における退職給付債務の算定は「退

職給付会計に関する実務指針（中間報告）」

（日本公認会計士協会　会計制度委員会報

告第13号）に定める簡便法によっておりま

したが、従業員の移籍等に伴う支給対象者

の増加に伴い退職給付に係る会計処理をよ

り適正に行うため、当連結会計年度から原

則法による算定方法に変更しております。

　これにより、前連結会計年度と同一の方

法によった場合に比し、当連結会計年度の

退職給付費用は58百万円多く、営業利益、

経常利益及び税金等調整前当期純利益はそ

れぞれ54百万円少なく計上されております。

（役員退職慰労引当金）

　役員の退職慰労金支給に備えるため、内

規による要支給額を計上しております。

（役員退職慰労引当金）

同左

(4）重要な外貨建の資産又

は負債の本邦通貨への換

算の基準

　外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直

物為替相場により円貨に換算し、換算差額

は損益として処理しております。なお、在

外連結子会社の資産及び負債は連結決算日

の直物為替相場により円貨に換算し、収益

及び費用は期中平均相場により円貨に換算

し、換算差額は純資産の部における為替換

算調整勘定に含めて計上しております。

同左
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項目
前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

(5）重要なリース取引の処

理方法

　リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引については、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理によっております。

同左

(6）消費税等の処理方法 　税抜方式を採用しております。 同左

(7）連結納税制度の適用 　連結納税制度を適用しております。 同左

５　連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項

　連結子会社の資産及び負債の評価方法は

全面時価評価法によっております。

同左

６　のれん及び負ののれんの

償却に関する事項

――――― ―――――

７　連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範囲

　手許現金、随時引き出し可能な預金及び

容易に換金可能であり、かつ、価値の変動

について僅少なリスクしか負わない取得日

から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期

投資であります。

同左

（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更）

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準）

　当連結会計年度から、「貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準」（企業会計基準第５号　平成17年12月

９日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計

基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号　平成

17年12月９日）を適用しております。これは企業会計基準

委員会から当該基準等が公表され、当連結会計年度から適

用されることとなったためであります。これによる当連結

会計年度の損益に与える影響はありません。

　なお、従来の資本の部の合計に相当する金額は、25,985

百万円であります。

　また、当連結会計年度末における連結貸借対照表の純資

産の部については、連結財務諸表規則の改正に伴い、改正

後の連結財務諸表規則により作成しております。

―――――
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注記事項

（連結貸借対照表関係）

項目
前連結会計年度末

（平成19年３月31日）
当連結会計年度末

（平成20年３月31日）

※１　有形固定資産の一部は

次のとおり借入金の担保

として工場財団普通抵当

権が設定されております。

建物及び構築物

機械装置及び運搬具

土地

合計

 3,383百万円

 1,715百万円

 181百万円

 5,279百万円

 3,185百万円

 1,359百万円

 181百万円

 4,725百万円

上記物件に対応する債務   

長期借入金

（１年内返済予定の

長期借入金を含む）

 184百万円  88百万円

※２　連結会計年度末日満期

手形の会計処理

　連結会計年度末日満期手形の会計処理は

手形交換日をもって決済処理しております。

なお、当連結会計年度の末日は金融機関の

休日であったため、次の連結会計年度末日

満期手形が連結会計年度末残高に含まれて

おります。

―――――

受取手形 185百万円
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（連結損益計算書関係）

項目
前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

※１　売上原価に算入されて

いる低価法による製品・

商品の評価減の金額

 19百万円  13百万円

※２　一般管理費及び売上原

価中の当期製造費用に含

まれる研究開発費

 6,182百万円  6,098百万円

※３　固定資産売却益の内容

は、次のとおりでありま

す。

機械装置及び運搬具

工具器具及び備品

合計

 9百万円

 ―  

 9百万円

 8百万円

 0百万円

 8百万円

※４　退職給付引当金戻入額

の内容

　連結財務諸表提出会社の退職給付制度の

改定に関する労使間の合意等に伴って発生

した過去勤務債務（債務の減額）をその発

生時において一括処理したものであります。

―――――

※５　固定資産除却損の内容

は、次のとおりでありま

す。

建物及び構築物

機械装置及び運搬具

工具器具及び備品

ソフトウェア

合計

 4百万円

 43百万円

 17百万円

 ―  

 65百万円

 52百万円

 48百万円

 26百万円

 0百万円

  127百万円

※６　固定資産売却損の内容

は、次のとおりでありま

す。

機械装置及び運搬具

合計

 3百万円

 3百万円

 3百万円

 3百万円
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（連結株主資本等変動計算書関係）

前連結会計年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

１　発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前連結会計年度末

株式数(株)
当連結会計年度
増加株式数(株)

当連結会計年度
減少株式数(株)

当連結会計年度末
株式数(株)

発行済株式     

普通株式 39,131,000 ― ― 39,131,000

合計 39,131,000 ― ― 39,131,000

自己株式     

普通株式 2,226 ※　250 ― 2,476

合計 2,226 250 ― 2,476

　※　単元未満株式の買取によるものであります。

２　新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

　該当事項はありません。

３　配当に関する事項

(1）配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成18年６月29日

定時株主総会
普通株式 234 6.00 平成18年３月31日 平成18年６月29日

平成18年10月30日

取締役会
普通株式 234 6.00 平成18年９月30日 平成18年12月４日

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成19年６月28日

定時株主総会
普通株式 234 利益剰余金 6.00 平成19年３月31日 平成19年６月29日
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当連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

１　発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前連結会計年度末

株式数(株)
当連結会計年度
増加株式数(株)

当連結会計年度
減少株式数(株)

当連結会計年度末
株式数(株)

発行済株式     

普通株式 39,131,000 ― ― 39,131,000

合計 39,131,000 ― ― 39,131,000

自己株式     

普通株式 2,476 ※　1,600 ― 4,076

合計 2,476 1,600 ― 4,076

　※　単元未満株式の買取によるものであります。

２　新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

　該当事項はありません。

３　配当に関する事項

(1）配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成19年６月28日

定時株主総会
普通株式 234 6.00  平成19年３月31日 平成19年６月29日

平成19年10月31日

取締役会
普通株式 234 6.00 平成19年９月30日 平成19年12月３日

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議
（予定）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成20年６月27日

定時株主総会
普通株式 234 利益剰余金 6.00 平成20年３月31日 平成20年６月30日

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

項目
前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

※　現金及び現金同等物の期

末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額

との関係

現金及び預金

合計

現金及び現金同等物

 6,577百万円

 6,577百万円

 6,577百万円

 4,639百万円

 4,639百万円

 4,639百万円
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

　連結財務諸表提出会社及び連結子会社は、電子部品の製造・販売を主たる事業として行っております。前連結

会計年度及び当連結会計年度については、当事業の売上高及び営業損益並びに資産の金額が、全セグメントの売

上高の合計、営業損益並びに全セグメントの資産の金額の合計額のほぼ100％を占めているため、事業の種類別セ

グメント情報の開示を省略しております。

【所在地別セグメント情報】

前連結会計年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

 
日本

（百万円）
アジア

（百万円）
北米

（百万円）
計

（百万円）
消去又は全社

（百万円）
連結

（百万円）

Ⅰ　売上高及び営業損益       

売上高       

(1）外部顧客に対する売上高 53,413 4,771 2,541 60,725 ― 60,725

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高
6,527 6,929 93 13,550 (13,550) ―

計 59,940 11,700 2,634 74,275 (13,550) 60,725

営業費用 51,915 11,828 2,664 66,409 (7,522) 58,886

営業利益又は営業損失（△） 8,025 △127 △30 7,866 (6,027) 1,839

Ⅱ　資産 48,850 4,491 602 53,944 6,416 60,361

当連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

 
日本

（百万円）
アジア

（百万円）
北米

（百万円）
計

（百万円）
消去又は全社

（百万円）
連結

（百万円）

Ⅰ　売上高及び営業損益       

売上高       

(1）外部顧客に対する売上高 53,065 4,684 2,692 60,443 ― 60,443

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高
6,501 7,681 12 14,195 (14,195) ―

計 59,567 12,366 2,705 74,639 (14,195) 60,443

営業費用 52,005 12,557 2,684 67,247 (8,346) 58,901

営業利益又は営業損失（△） 7,561 △190 20 7,391 (5,849) 1,541

Ⅱ　資産 48,824 3,800 456 53,080 4,995 58,076

　（注）１　国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２　本邦以外の区分に属する主な国又は地域

(1）アジア…………タイ国、シンガポール、中国

(2）北米……………米国
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３　「消去又は全社」に含めた配賦不能営業費用及び全社資産の金額及び主な内容は、次のとおりであります。

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

主な内容

営業費用のうち「消去又は

全社」に含めた配賦不能営

業費用の金額

5,966百万円 5,910百万円
連結財務諸表提出会社の一

般管理費

資産のうち「消去又は全

社」に含めた全社資産の金

額

9,973百万円 8,251百万円

連結財務諸表提出会社の余

資運用資金（現金及び預金）、

長期投資資金（投資有価証

券）、一般管理部門に係る

資産等

４　会計処理の変更等（「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」を参照）

前連結会計年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

（会計処理の変更）

　（1）当連結会計年度から有形固定資産の減価償却の方法を変更しております。これにより、前連結会計年度と

同一の方法によった場合に比し、当連結会計年度の「日本」の営業利益は198百万円少なく計上されておりま

す。

　（2）当連結会計年度から「役員賞与に関する会計基準」（企業会計基準第４号　平成17年11月29日）を適用し

ております。これにより、前連結会計年度と同一の方法によった場合に比し、当連結会計年度の「日本」の

営業利益は２百万円少なく計上されております。また、「消去又は全社」に含めた配賦不能営業費用は26百

万円多く計上されております。

当連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

（会計処理の変更）

　　　当連結会計年度から有形固定資産の減価償却について改正後の法人税法に規定する減価償却の方法によって

おります。これにより、前連結会計年度と同一の方法によった場合に比し、当連結会計年度の「日本」の営業

利益は230百万円少なく計上されております。また、「消去又は全社」に含めた配賦不能営業費用は２百万円

多く計上されております。

（追加情報）

　　当連結会計年度から有形固定資産の取得価額の５％相当額と備忘価額との差額を５年間にわたり均等償却し

ております。これにより、当連結会計年度の「日本」の営業利益は398百万円少なく計上されております。ま

た、「消去又は全社」に含めた配賦不能営業費用は０百万円多く計上されております。
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【海外売上高】

前連結会計年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

アジア 北米 ヨーロッパ その他 合計

Ⅰ　海外売上高（百万円） 19,872 4,876 1,570 2,283 28,603

Ⅱ　連結売上高（百万円）     60,725

Ⅲ　連結売上高に占める

海外売上高の割合（％）
32.7 8.0 2.6 3.8 47.1

当連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

アジア 北米 ヨーロッパ その他 合計

Ⅰ　海外売上高（百万円） 20,569 3,364 1,547 1,772 27,254

Ⅱ　連結売上高（百万円）     60,443

Ⅲ　連結売上高に占める

海外売上高の割合（％）
34.0 5.6 2.6 2.9 45.1

　（注）１　国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２　各区分に属する主な国又は地域

(1）アジア…………香港、韓国、シンガポール、台湾、マレーシア

(2）北米……………米国

(3）ヨーロッパ……イギリス、ドイツ、イタリア、オランダ

(4）その他…………イスラエル、メキシコ

３   海外売上高は、連結財務諸表提出会社及び国内に所在する連結子会社の輸出高と在外連結子会社の本邦以

外の国又は地域に対する売上高の合計額であります。
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（リース取引関係）

項目
前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

  リース物件の所有権が借主

に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース

取引

(1）リース物件の取得価額相

当額、減価償却累計額相当

額及び連結会計年度末残高

相当額

機械装置
及び
運搬具
(百万円) 

工具器具
及び備品
(百万円) 

ソフト
ウェア
(百万円) 

合計
(百万円)

機械装置
及び
運搬具
(百万円) 

工具器具
及び備品
(百万円) 

ソフト
ウェア
(百万円) 

合計
(百万円)

取得価額相当額

減価償却累計額相当額

連結会計年度末残高相

当額

40 403 352 796

14 233 149 398

26
 

169
 

202
 

398

38 303 279 622

17 165 143 326

20
 

138
 

136
 

295

(2）未経過リース料連結会計

年度末残高相当額

１年内 146百万円

１年超 257百万円

合計 404百万円

１年内 120百万円

１年超 180百万円

合計 301百万円

(3）支払リース料、減価償却

費相当額及び支払利息相当

額

支払リース料

減価償却費相当額

支払利息相当額

 185百万円

 177百万円

 8百万円

 158百万円

 151百万円

 7百万円

(4）減価償却費相当額の算定

方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を

零とする定額法によっております。

同左

(5）利息相当額の算定方法 　リース料総額とリース物件の取得価額相

当額との差額を利息相当額とし、各年度へ

の配分方法については利息法によっており

ます。

同左
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【関連当事者との取引】

　以下の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておりませんが、期末残高には消費税等が含まれております。

前連結会計年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

役員及び個人主要株主等

属性 氏名 住所
資本金又
は出資金

事業の内容
又は職業

議決権等
の被所有
割合
（％）

関係内容

取引の内容
取引金額
（百万円）

科目
期末残高
（百万円）役員の

兼任等
事業上
の関係

役員及びそ

の近親者
吉川義博 ― ―

連結財務諸

表提出会社

の監査役

アロカ㈱の

代表取締役

社長

― ― ―

アロカ㈱との

取引
   

製品の販売 41

受取手形及

び売掛金
14

流動負債の

「その他」
0

材料等の購

入
0

支払手形及

び買掛金
0

役員及びそ

の近親者
岡島昂一 ― ―

連結財務諸

表提出会社

の監査役

日本無線㈱

の代表取締

役常務取締

役

― ― ―

日本無線㈱と

の取引
   

製品等の販

売
991

受取手形及

び売掛金
283

用役の提供

等
1

流動資産の

「その他」
0

材料等の購

入
57

支払手形及

び買掛金
33

固定資産の

賃借等
50

流動資産の

「その他」
0

未払費用 2

自己株式の

取得
0 ― ―

　（注）　役員及びその近親者との直接取引はありません。上記の取引は第三者のためにする取引であり、取引条件及び

取引条件の決定方針等は一般の取引先と同様であります。
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当連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

役員及び個人主要株主等

属性 氏名 住所
資本金又
は出資金

事業の内容
又は職業

議決権等
の被所有
割合
（％）

関係内容

取引の内容
取引金額
（百万円）

科目
期末残高
（百万円）役員の

兼任等
事業上
の関係

役員及びそ

の近親者
吉川義博 ― ―

連結財務諸

表提出会社

の監査役

アロカ㈱の

代表取締役

社長

― ― ―

アロカ㈱との

取引
   

製品の販売 51
受取手形及

び売掛金
30

材料等の購

入
0

支払手形及

び買掛金
0

役員及びそ

の近親者
岡島昂一 ― ―

連結財務諸

表提出会社

の監査役

日本無線㈱

の代表取締

役専務取締

役

― ― ―

日本無線㈱と

の取引
   

製品等の販

売
1,182

受取手形及

び売掛金
331

用役の提供

等
5

流動資産の

「その他」
0

材料等の購

入
62

支払手形及

び買掛金
26

固定資産の

賃借等
51

流動資産の

「その他」

未払費用

0

2

損害賠償金

の支払
1 ― ―

　（注）　役員及びその近親者との直接取引はありません。上記の取引は第三者のためにする取引であり、取引条件及び

取引条件の決定方針等は一般の取引先と同様であります。
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（税効果会計関係）

項目
前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

１　繰延税金資産・負債の主な発生原

因別内訳

(1）流動資産・負債の部

繰延税金資産

たな卸資産

未払賞与

未払事業税

その他

計

評価性引当額

繰延税金資産

繰延税金負債との相殺

繰延税金資産の純額

 160百万円

 817百万円

 64百万円

 164百万円

 1,207百万円

 △5百万円

 1,201百万円

 △103百万円

 1,098百万円

 152百万円

 792百万円

 6百万円

 158百万円

 1,110百万円

 △3百万円

 1,107百万円

 △107百万円

 1,000百万円

繰延税金負債

たな卸資産（貸方原価差額）

貸倒引当金

未収事業税

繰延税金負債

繰延税金資産との相殺

繰延税金負債の純額

 103百万円

 0百万円

 ―

 103百万円

 △103百万円

 ―

 95百万円

 0百万円

 11百万円

 107百万円

 △107百万円

 ―

(2）固定資産・負債の部

繰延税金資産

退職給付引当金

役員退職慰労引当金

税務上の欠損金

その他

計

評価性引当額

繰延税金資産

繰延税金負債との相殺

繰延税金資産の純額

 3,538百万円

 112百万円

 136百万円

 142百万円

 3,930百万円

 △182百万円

 3,747百万円

 △713百万円

 3,034百万円

 3,483百万円

 114百万円

 207百万円

 130百万円

 3,935百万円

 △228百万円

 3,707百万円

 △612百万円

 3,094百万円

繰延税金負債

特別償却準備金

その他有価証券評価差額金

在外子会社の留保利益

その他

繰延税金負債

繰延税金資産との相殺

繰延税金負債の純額

 5百万円

 601百万円

 104百万円

 2百万円

 713百万円

 △713百万円

 ―

 ―

 558百万円

 53百万円

 0百万円

 613百万円

 △612百万円

 0百万円
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項目
前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

２　法定実効税率と税効果会計適用後

の法人税等の負担率との主な差異原

因

法定実効税率

（調整）

住民税均等割額

交際費等の一時差異ではない

項目

連結子会社との税率の相違

評価性引当額

試験研究費に係る税額控除

その他

税効果会計適用後の法人税等の

負担率

 40.4％

   

 0.6％

 △0.5％

 0.4％

 1.3％

 △5.6％

 0.6％

 37.2％

 40.4％

   

 1.6％

 6.3％

 △3.5％

 8.7％

 △3.5％

 2.9％

 52.9％
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（有価証券関係）

１　売買目的有価証券

前連結会計年度末（平成19年３月31日）

　該当事項はありません。

当連結会計年度末（平成20年３月31日）

　該当事項はありません。

２　満期保有目的の債券で時価のあるもの

前連結会計年度末（平成19年３月31日）

　該当事項はありません。

当連結会計年度末（平成20年３月31日）

　該当事項はありません。

３　その他有価証券で時価のあるもの

区分

前連結会計年度末
（平成19年３月31日）

当連結会計年度末
（平成20年３月31日）

取得原価
 

（百万円）

連結貸借対
照表計上額
（百万円）

差額
 

（百万円）

取得原価
 

（百万円）

連結貸借対
照表計上額
（百万円）

差額
 

（百万円）

（連結貸借対照表計上額が取

得原価を超えるもの）
      

①株式 1,322 2,808 1,486 1,302 2,688 1,386

②債券 ― ― ― ― ― ―

③その他 ― ― ― ― ― ―

計 1,322 2,808 1,486 1,302 2,688 1,386

（連結貸借対照表計上額が取

得原価を超えないもの）
      

①株式 3 2 △0 ※ 19 12 △6

②債券 ― ― ― ― ― ―

③その他 ― ― ― ― ― ―

計 3 2 △0 19 12 △6

合計 1,325 2,811 1,486 1,321 2,700 1,379

　※　取得原価は、減損処理後の金額を表示しております。なお、減損処理額は次のとおりであります。

前連結会計年度末
（平成19年３月31日）

当連結会計年度末
（平成20年３月31日）

――――― 株式　0百万円
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４　連結会計年度中に売却したその他有価証券

区分
前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

売却額（百万円） 0 8

売却益の合計額（百万円） 0 4

売却損の合計額（百万円） ― 0

５　時価のない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額

区分

前連結会計年度末
（平成19年３月31日）

当連結会計年度末
（平成20年３月31日）

連結貸借対照表計上額（百万円） 連結貸借対照表計上額（百万円）

その他有価証券   

非上場株式 7 7

合計 7 7

６　その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的債券の今後の償還予定額

前連結会計年度末（平成19年３月31日）

　該当事項はありません。

当連結会計年度末（平成20年３月31日）

　該当事項はありません。
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（デリバティブ取引関係）

１　取引の状況に関する事項

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

　連結財務諸表提出会社は、デリバティブ取引として、米

ドル建売掛金及び予定取引に係る為替リスクを軽減する目

的で、先物為替予約取引を利用しております。

　連結財務諸表提出会社は、デリバティブ取引をリスクヘッ

ジ目的で行っており、投機目的で行わない方針であります。

先物為替予約は相場の変動によるリスクを有しております。

なお、先物為替予約取引は実需の範囲内で行っており、ま

た、その契約先はいずれも信用度の高い国内の銀行である

ため、相手側の契約不履行によるリスクはほとんどないと

認識しております。

　デリバティブ取引のリスク管理については社内規程であ

る「デリバティブ取引管理規程」を定め、執行部門である

財務部と検証部門である経理部が内部牽制を保ちつつデリ

バティブ取引の実行・管理を行っております。「デリバティ

ブ取引管理規程」には、利用目的、取引権限、報告義務な

どを定めており、組織的な管理体制を整備しております。

同左

２　取引の時価等に関する事項

前連結会計年度末（平成19年３月31日）

　該当事項はありません。

当連結会計年度末（平成20年３月31日）

　該当事項はありません。
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（退職給付関係）

項目
前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

１　採用している退職給付制

度の概要

　連結財務諸表提出会社及び国内連結子会

社は、勤続２年以上（一部の国内連結子会

社は勤続３年以上）の従業員が退職する場

合、退職金規則等に基づいて算定された退

職金を支給することにしております。

　なお、連結財務諸表提出会社は、昭和59

年９月より勤続18年以上の定年退職者を受

給対象者として、退職年金規則に基づく退

職金支給額の50％相当分について適格退職

年金制度を採用しており、また、一部の在

外連結子会社は平成７年４月より勤続１年

以上の退職者に対する退職金について退職

年金制度を採用しております。

　連結財務諸表提出会社は、退職給付制度

の改定に関する労使間の合意等を受け、確

定給付企業年金制度（キャッシュバランス

プラン）に移行することとなりました。

　連結財務諸表提出会社及び国内連結子会

社は、勤続２年以上（一部の国内連結子会

社は勤続３年以上）の従業員が退職する場

合、退職金規則等に基づいて算定された退

職金を支給することにしております。

　なお、連結財務諸表提出会社は、平成19

年４月から勤続20年以上の退職者又は勤続

15年以上で55歳以上の退職者を受給対象者

として確定給付企業年金制度（キャッシュ

バランスプラン）を採用しております。ま

た、一部の在外連結子会社は平成７年４月

から勤続１年以上の退職者に対する退職金

について退職年金制度を採用しております。

２　退職給付債務に関する事

項

①退職給付債務

②年金資産

③未積立退職給付債務

（①－②）

④未認識数理計算上の差異

⑤退職給付引当金

（③－④）

 14,410百万円（注１）

 4,763百万円 

 9,646百万円 

 806百万円 

 8,840百万円 

 14,759百万円（注１）

 4,791百万円 

 9,968百万円 

 1,314百万円 

 8,654百万円 

３　退職給付費用に関する事

項

①勤務費用

②利息費用

③期待運用収益

④過去勤務債務の処理額

⑤数理計算上の差異の費用

処理額

⑥退職給付費用

（①＋②＋③＋④＋⑤）

 872百万円（注２）

 363百万円 

 △86百万円 

 △993百万円（注３）

 108百万円（注４）

 263百万円 

 834百万円（注２）

 360百万円 

 △119百万円 

 ―   

 105百万円（注４）

 1,181百万円 
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項目
前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

４　退職給付債務等の計算の

基礎に関する事項

①割引率 2.5％ 　 2.5％

②期待運用収益率 2.0％ 　 2.5％

③退職給付見込額の期間配

分方法

期間定額基準（注１） 期間定額基準（注１）

④過去勤務債務の額の処理

年数

　発生時において一括処理することにして

おります。

同左

⑤数理計算上の差異の処理

年数

15年（注４） 　15年（注４）

　（注）１　一部の国内連結子会社は簡便法を採用しております。

２　簡便法を採用している国内連結子会社の退職給付費用を含めております。

３　連結財務諸表提出会社において退職給付制度の改定に関する労使間の合意等に伴って発生した過去勤務債務

（債務の減額）を一括処理したものであり、退職給付引当金戻入額として特別利益に計上しております。

４　各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数による定額法により、それぞ

れ発生の翌連結会計年度から費用処理することにしております。
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（ストック・オプション等関係）

前連結会計年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

(1）ストック・オプションの内容

 
平成15年６月27日定時株主総会決議

ストック・オプション

付与対象者の区分及び人数（人）
当社取締役、監査役　　　　17

当社従業員　　　　　　　　 1

株式の種類別のストック・オプションの数（株） 普通株式　　　　　　 131,000

付与日 平成15年８月１日

権利確定条件
付与日以降、権利確定日（平成16年１月６日）まで継続し

て勤務していること

対象勤務期間 平成15年８月１日から平成16年１月６日まで

権利行使期間 平成16年１月７日から平成19年12月20日まで

権利行使価格（円） 995

　（注）　株式の種類別のストック・オプションの数については、株式数に換算して記載しております。

(2）ストック・オプションの規模及びその変動状況

 
平成15年６月27日定時株主総会決議

ストック・オプション

権利確定後  

前連結会計年度末（株） 131,000

権利確定（株） ―

権利行使（株） ―

失効（株） 7,000

未行使残（株） 124,000
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当連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

(1）ストック・オプションの内容

 
平成15年６月27日定時株主総会決議

ストック・オプション

付与対象者の区分及び人数（人）
当社取締役、監査役　　　　17

当社従業員　　　　　　　　 1

株式の種類別のストック・オプションの数（株） 普通株式　　　　　　 131,000

付与日 平成15年８月１日

権利確定条件
付与日以降、権利確定日（平成16年１月６日）まで継続し

て勤務していること

対象勤務期間 平成15年８月１日から平成16年１月６日まで

権利行使期間 平成16年１月７日から平成19年12月20日まで

権利行使価格（円） 995

　（注）　株式の種類別のストック・オプションの数については、株式数に換算して記載しております。

(2）ストック・オプションの規模及びその変動状況

 
平成15年６月27日定時株主総会決議

ストック・オプション

権利確定後  

前連結会計年度末（株） 124,000

権利確定（株） ―

権利行使（株） ―

失効（株） 124,000

未行使残（株） ―
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（１株当たり情報）

項目
前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

１株当たり純資産額 664.10円 652.30円

１株当たり当期純利益 44.00円 11.12円

　（注）１　潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、希薄化効果を有している潜在株式がないため記載してお

りません。

２　１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、次のとおりであります。

項目
前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

１株当たり当期純利益   

当期純利益（百万円） 1,721 434

普通株主に帰属しない金額（百万円） ― ―

普通株式に係る当期純利益（百万円） 1,721 434

普通株式の期中平均株式数（株） 39,128,768 39,127,908

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり当期純利益の算定に含めな

かった潜在株式の概要

平成15年６月27日定時株主総

会の特別決議ストック・オプ

ション（新株予約権124個）

平成15年６月27日定時株主総

会の特別決議ストック・オプ

ション（ ―――― ）

（重要な後発事象）

前連結会計年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

　該当事項はありません。

当連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

　該当事項はありません。
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５．個別財務諸表
(1）貸借対照表

  
前事業年度末

（平成19年３月31日）
当事業年度末

（平成20年３月31日）
増減（△）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

金額(百万円)

（資産の部）          

Ⅰ　流動資産          

１　現金及び預金   5,976   4,371   △1,604

２　受取手形 ※
1、
3

 1,759   1,343   △415

３　売掛金 ※１  9,606   9,747   141

４　製品   4,085   4,189   103

５　原材料   636   738   101

６　仕掛品   6,314   6,777   462

７　貯蔵品   573   608   35

８　前渡金   5   2   △2

９　前払費用   94   165   70

10　繰延税金資産   632   577   △55

11　短期貸付金 ※１  1,162   1,716   554

12　未収入金 ※１  1,931   2,214   282

13　その他   2   20   18

14　貸倒引当金   △0   △0   △0

流動資産合計   32,780 66.5  32,472 66.5  △307

Ⅱ　固定資産          

１　有形固定資産 ※２         

(1）建物  18,020   18,105   85  

減価償却累計額  13,267 4,752  13,340 4,764  72 12

(2）構築物  458   505   46  

減価償却累計額  337 120  352 152  14 31

(3）機械及び装置  37,513   37,972   459  

減価償却累計額  34,070 3,443  34,916 3,056  846 △386

(4）車輛及び運搬具  13   13   ―  

減価償却累計額  8 5  9 3  1 △1

(5）工具器具及び備品  7,086   7,198   112  

減価償却累計額  6,130 955  6,265 932  134 △22

(6）土地   140   140   ―

(7）建設仮勘定   119   220   101

有形固定資産合計   9,536 19.4  9,270 19.0  △265
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前事業年度末

（平成19年３月31日）
当事業年度末

（平成20年３月31日）
増減（△）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

金額(百万円)

２　無形固定資産          

(1）電話加入権   9   9   ―

(2）施設利用権   0   0   △0

(3）ソフトウェア   123   424   300

(4）ソフトウェア仮勘
定

  85   34   △50

無形固定資産合計   218 0.4  468 0.9  250

３　投資その他の資産          

(1）投資有価証券   2,804   2,699   △104

(2）関係会社株式   1,781   1,781   ―

(3）関係会社出資金   ―   21   21

(4）長期貸付金   7   ―   △7

(5）破産債権等   1   1   ―

(6）長期前払費用   63   99   36

(7）繰延税金資産   1,788   1,718   △70

(8）その他   342   339   △2

(9）貸倒引当金   △28   △28   △0

投資その他の資産合
計

  6,759 13.7  6,634 13.6  △125

固定資産合計   16,514 33.5  16,373 33.5  △141

資産合計   49,294 100.0  48,845 100.0  △448
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前事業年度末

（平成19年３月31日）
当事業年度末

（平成20年３月31日）
増減（△）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

金額(百万円)

（負債の部）          

Ⅰ　流動負債          

１　買掛金 ※１  7,639   6,985   △653

２　短期借入金   7,775   8,575   800

３　１年内返済予定の
長期借入金

※２  96   88   △8

４　未払金   1,498   2,218   719

５　未払費用   2,514   2,291   △223

６　未払法人税等   466   6   △459

７　前受金   96   38   △58

８　預り金   218   218   0

９　役員賞与引当金   26   26   0

10　その他   4   4   △0

流動負債合計   20,334 41.3  20,451 41.9  117

Ⅱ　固定負債          

１　長期借入金 ※２  88   ―   △88

２　退職給付引当金   5,569   5,181   △388

３　役員退職慰労引当金   258   266   7

４　預り保証金   58   66   8

固定負債合計   5,974 12.1  5,514 11.3  △460

負債合計   26,309 53.4  25,965 53.2  △343

（純資産の部）          

Ⅰ　株主資本          

１　資本金   5,220   5,220   ―

２　資本剰余金          

資本準備金  5,223   5,223   ―  

資本剰余金合計   5,223   5,223   ―

３　利益剰余金          

(1）利益準備金  441   441   ―  

(2）その他利益剰余金          

別途積立金  8,490   9,190   700  

繰越利益剰余金  2,733   1,989   △744  

利益剰余金合計   11,665   11,621   △44

４　自己株式   △1   △2   △0

株主資本合計   22,107 44.8  22,062 45.2  △45

Ⅱ　評価・換算差額等          

その他有価証券評価差
額金

  877   817   △60

評価・換算差額等合計   877 1.8  817 1.6  △60

純資産合計   22,985 46.6  22,880 46.8  △105

負債及び純資産合計   49,294 100.0  48,845 100.0  △448
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(2）損益計算書

  
前事業年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

増減（△）

区分
注記
番号

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

金額(百万円)

Ⅰ　売上高          

売上高 ※１  49,497 100.0  50,050 100.0  552

Ⅱ　売上原価 ※１         

１　製品期首たな卸高  4,042   4,085   43  

２　当期製品製造原価 ※３ 38,494   39,367   872  

合計  42,536   43,452   916  

３　他勘定振替高 ※２ 53   36   △16  

４　製品期末たな卸高  4,085 38,397 77.6 4,189 39,226 78.4 103 829

売上総利益   11,100 22.4  10,824 21.6  △276

Ⅲ　販売費及び一般管理費 ※３         

１　広告宣伝費  139   125   △13  

２　販売促進費  63   38   △24  

３　運賃・梱包費  152   150   △2  

４　貸倒引当金繰入額  ―   0   0  

５　給与手当  3,295   3,140   △155  

６　役員賞与引当金繰入
額

 26   35   9  

７　退職給付引当金繰入
額

 310   274   △35  

８　役員退職慰労引当金
繰入額

 56   56   0  

９　法定福利費  440   406   △34  

10　福利厚生費  134   135   1  

11　旅費交通費・通信費  372   341   △31  

12　減価償却費  55   69   14  

13　賃借料  297   304   7  

14　技術提携費  403   421   17  

15　開発研究費  3,450   3,440   △9  

16　雑費  672 9,866 19.9 665 9,605 19.2 △6 △260

営業利益   1,233 2.5  1,218 2.4  △15

新日本無線㈱ (6911) 平成 20 年 3 月期決算短信

－ 46 －



  
前事業年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

増減（△）

区分
注記
番号

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

金額(百万円)

Ⅳ　営業外収益          

１　受取利息  31   37   5  

２　受取配当金 ※１ 197   156   △41  

３　業務受託収入 ※１ 39   60   21  

４　損害賠償金 ※１ ―   77   77  

５　その他  53 322 0.7 41 374 0.7 △11 52

Ⅴ　営業外費用          

１　支払利息  80   108   27  

２　為替差損  108   566   457  

３　損害賠償金  91   29   △61  

４　その他  3 283 0.6 41 745 1.4 38 461

経常利益   1,272 2.6  847 1.7  △425

Ⅵ　特別利益          

１　固定資産売却益 ※４ ―   0   0  

２　貸倒引当金戻入額  4   ―   △4  

３　投資有価証券売却益  ―   4   4  

４　退職給付引当金戻入
額

※５ 993 997 2.0 ― 4 0.0 △993 △993

Ⅶ　特別損失          

１　固定資産除却損 ※６ 52   88   35  

２　固定資産売却損 ※７ 2 55 0.1 3 92 0.2 1 37

税引前当期純利益   2,214 4.5  759 1.5  △1,455

法人税、住民税及び
事業税

 431   △16   △448  

過年度法人税、住民
税及び事業税

 ―   184   184  

法人税等調整額  279 711 1.5 166 333 0.7 △113 △377

当期純利益   1,503 3.0  425 0.8  △1,078
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(3）株主資本等変動計算書

前事業年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合計資本

準備金

資本
剰余金
合計

利益
準備金

その他利益剰余金
利益
剰余金
合計

別途
積立金

繰越利益
剰余金

平成18年３月31日残高（百万円） 5,220 5,223 5,223 441 8,490 1,734 10,666 △1 21,108

事業年度中の変動額          

利益処分による剰余金の配当
（百万円）

― ― ― ― ― △234 △234 ― △234

剰余金の配当（百万円） ― ― ― ― ― △234 △234 ― △234

利益処分による取締役賞与金
（百万円）

― ― ― ― ― △35 △35 ― △35

当期純利益（百万円） ― ― ― ― ― 1,503 1,503 ― 1,503

自己株式の取得（百万円） ― ― ― ― ― ― ― △0 △0

株主資本以外の項目の事業年度中
の変動額（純額）（百万円）

― ― ― ― ― ― ― ― ―

事業年度中の変動額合計
（百万円）

― ― ― ― ― 999 999 △0 998

平成19年３月31日残高（百万円） 5,220 5,223 5,223 441 8,490 2,733 11,665 △1 22,107

 
評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券評価差額金 評価・換算差額等合計

平成18年３月31日残高（百万円） 744 744 21,853

事業年度中の変動額    

利益処分による剰余金の配当
（百万円）

― ― △234

剰余金の配当（百万円） ― ― △234

利益処分による取締役賞与金
（百万円）

― ― △35

当期純利益（百万円） ― ― 1,503

自己株式の取得（百万円） ― ― △0

株主資本以外の項目の事業年度中
の変動額（純額）（百万円）

133 133 133

事業年度中の変動額合計
（百万円）

133 133 1,132

平成19年３月31日残高（百万円） 877 877 22,985
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当事業年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合計資本

準備金

資本
剰余金
合計

利益
準備金

その他利益剰余金
利益
剰余金
合計

別途
積立金

繰越利益
剰余金

平成19年３月31日残高（百万円） 5,220 5,223 5,223 441 8,490 2,733 11,665 △1 22,107

事業年度中の変動額          

別途積立金の積立（百万円） ― ― ― ― 700 △700 ― ― ―

剰余金の配当（百万円） ― ― ― ― ― △469 △469 ― △469

当期純利益（百万円） ― ― ― ― ― 425 425 ― 425

自己株式の取得（百万円） ― ― ― ― ― ― ― △0 △0

株主資本以外の項目の事業年度中
の変動額（純額）（百万円）

― ― ― ― ― ― ― ― ―

事業年度中の変動額合計
（百万円）

― ― ― ― 700 △744 △44 △0 △45

平成20年３月31日残高（百万円） 5,220 5,223 5,223 441 9,190 1,989 11,621 △2 22,062

 
評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券評価差額金 評価・換算差額等合計

平成19年３月31日残高（百万円） 877 877 22,985

事業年度中の変動額    

別途積立金の積立（百万円） ― ― ―

剰余金の配当（百万円） ― ― △469

当期純利益（百万円） ― ― 425

自己株式の取得（百万円） ― ― △0

株主資本以外の項目の事業年度中
の変動額（純額）（百万円）

△60 △60 △60

事業年度中の変動額合計
（百万円）

△60 △60 △105

平成20年３月31日残高（百万円） 817 817 22,880
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継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況

前事業年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

　該当事項はありません。

当事業年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

　該当事項はありません。

重要な会計方針

項目
前事業年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

１　有価証券の評価基準及び

評価方法

(1）子会社株式

　移動平均法に基づく原価法によってお

ります。

(1）子会社株式

同左

(2）その他有価証券

時価のあるもの

　事業年度末日の市場価格等に基づく

時価法（評価差額は全部純資産直入法

により処理し、売却原価は移動平均法

に基づいて算定）によっております。

(2）その他有価証券

同左

時価のないもの

　移動平均法に基づく原価法によって

おります。

２　デリバティブの評価基準

及び評価方法

　時価法によっております。 同左

３　たな卸資産の評価基準及

び評価方法

(1）製品

　移動平均法に基づく原価法によってお

ります。

(1）製品

同左

(2）原材料・貯蔵品

　総平均法に基づく原価法によっており

ます。

(2）原材料・貯蔵品

同左

(3）仕掛品

　総平均法及び個別法に基づく原価法に

よっております。

(3）仕掛品

同左
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項目
前事業年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

４　固定資産の減価償却の方

法

(1）有形固定資産

　定率法によっております。

　ただし、平成10年４月１日以降取得し

た建物（建物附属設備を除く）について

は定額法を採用しております。

　なお、主な耐用年数は次のとおりであ

ります。

建物　　　　　　　　　　　３～50年

機械及び装置　　　　　　　２～15年

工具器具及び備品　　　　　２～20年

(1）有形固定資産

　定率法によっております。

　ただし、平成10年４月１日以降取得し

た建物（建物附属設備を除く）について

は定額法を採用しております。

　なお、主な耐用年数は次のとおりであ

ります。

建物　　　　　　　　　　　３～50年

機械及び装置　　　　　　　２～17年

工具器具及び備品　　　　　２～20年

（会計処理の変更）

　法人税法の改正に伴い、当事業年度から、

平成19年４月１日以降に取得した有形固定

資産について、改正後の法人税法に規定す

る減価償却の方法によっております。

　これにより、前事業年度と同一の方法に

よった場合に比し、当事業年度の減価償却

費は154百万円多く、営業利益、経常利益及

び税引前当期純利益はそれぞれ120百万円少

なく計上されております。

（追加情報）

　法人税法の改正に伴い、平成19年３月31

日以前に取得した資産については、改正前

の法人税法に規定する減価償却の方法によ

り取得価額の５％相当額に到達した事業年

度の翌事業年度から、取得価額の５％相当

額と備忘価額との差額を５年間にわたり均

等償却し、減価償却費に含めて計上してお

ります。

　これにより、当事業年度の減価償却費は

362百万円多く、営業利益、経常利益及び税

引前当期純利益はそれぞれ282百万円少なく

計上されております。

(2）無形固定資産

　定額法によっております。

　なお、主な耐用年数は次のとおりであ

ります。

自社利用のソフトウェア　　３～５年

(2）無形固定資産

同左

(3）長期前払費用

　定額法によっております。

　なお、主な償却期間は次のとおりであ

ります。

ノウハウ使用料　　　　　　　　５年

―――――
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項目
前事業年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

５　外貨建の資産及び負債の

本邦通貨への換算基準

　外貨建金銭債権債務は、事業年度末日の

直物為替相場により円貨に換算し、換算差

額は損益として処理しております。

同左

６　引当金の計上基準 (1）貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、

一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については個

別に回収可能性を検討し、回収不能見込

額を計上しております。

(1）貸倒引当金

同左

(2）役員賞与引当金

　役員賞与の支出に備えるため、当事業

年度において負担すべき支給見込額を計

上しております。

(2）役員賞与引当金

　役員賞与の支出に備えるため、当事業

年度において負担すべき支給見込額を計

上しております。

（会計処理の変更）

　当事業年度から、「役員賞与に関する

会計基準」（企業会計基準第４号　平成

17年11月29日）を適用しております。こ

れは企業会計基準委員会から当該基準が

公表され、当事業年度から適用されるこ

ととなったためであります。

　なお、前事業年度と同一の方法によっ

た場合に比し、当事業年度の販売費及び

一般管理費は26百万円多く、営業利益、

経常利益及び税引前当期純利益は26百万

円少なく計上されております。

(3）退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当事

業年度末における退職給付債務及び年金

資産の見込額に基づき、当事業年度末に

おいて発生していると認められる額を計

上しております。

　数理計算上の差異は、各事業年度の発

生時における従業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数（15年）による定額法

により、それぞれ発生の翌事業年度から

費用処理することにしております。

　過去勤務債務は、その発生時において

一括処理しております。

(3）退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当事

業年度末における退職給付債務及び年金

資産の見込額に基づき、当事業年度末に

おいて発生していると認められる額を計

上しております。

　数理計算上の差異は、各事業年度の発

生時における従業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数（15年）による定額法

により、それぞれ発生の翌事業年度から

費用処理することにしております。

(4）役員退職慰労引当金

　役員の退職慰労金支給に備えるため、

内規による要支給額を計上しております。

(4）役員退職慰労引当金

同左
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項目
前事業年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

７　リース取引の処理方法 　リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引については、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理によっております。

同左

８　その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事項

①　消費税等の処理方法 　税抜方式を採用しております。 同左

②　連結納税制度の適用 　連結納税制度を適用しております。 同左

（会計処理の変更）

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準）

　当事業年度から、「貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準」（企業会計基準第５号　平成17年12月９日）

及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等

の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号　平成17年12

月９日）を適用しております。これは企業会計基準委員会

から当該基準等が公表され、当事業年度から適用されるこ

ととなったためであります。これによる当事業年度の損益

に与える影響はありません。

　なお、従来の資本の部の合計に相当する金額は、22,985

百万円であります。

　また、当事業年度末における貸借対照表の純資産の部に

ついては、財務諸表等規則の改正に伴い、改正後の財務諸

表等規則により作成しております。

―――――

（表示方法の変更）

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

――――― （損益計算書関係）

　前事業年度において、営業外収益の「その他」に含めて

表示しておりました「損害賠償金」は、営業外収益の総額

の100分の10を超えたため、当事業年度から区分掲記いたし

ました。

　なお、前事業年度の営業外収益の「その他」に含まれる

「損害賠償金」は、10百万円であります。
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注記事項

（貸借対照表関係）

項目
前事業年度末

（平成19年３月31日）
当事業年度末

（平成20年３月31日）

※１　関係会社に対する資

産・負債として区分掲記

したもののほか、主なも

のは次のとおりでありま

す。

受取手形

売掛金

短期貸付金

未収入金

買掛金

 1,186百万円

 1,477百万円

 1,147百万円

 1,829百万円

 2,228百万円

 838百万円

 1,189百万円

 1,709百万円

 1,845百万円

 2,227百万円

※２　有形固定資産の一部は

次のとおり借入金の担保

として工場財団普通抵当

権が設定されております。

建物

機械及び装置

土地

合計

 2,657百万円

 1,476百万円

 140百万円

 4,274百万円

 2,515百万円

 1,189百万円

 140百万円

 3,844百万円

上記物件に対応する債務   

長期借入金

（１年内返済予定の

長期借入金を含む）

 138百万円  66 百万円

※３　事業年度末日満期手形

の会計処理

　事業年度末日満期手形の会計処理は手形

交換日をもって決済処理しております。な

お、当事業年度の末日は金融機関の休日で

あったため、次の事業年度末日満期手形が

事業年度末残高に含まれております。

―――――

受取手形 181百万円

４　偶発債務として、次の

とおり関係会社の金融機

関からの借入金について

債務保証を行っておりま

す。

THAI NJR CO., LTD.

合計

（銀行借入金） 485百万円

 485百万円

（銀行借入金） 425百万円

  425百万円
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（損益計算書関係）

項目
前事業年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

※１　関係会社との取引に係

るものが次のとおり含ま

れております。

売上高

売上原価中、外注加工

費

受取配当金

業務受託収入

損害賠償金

 11,514百万円

 10,967百万円

 171百万円

 39百万円

―――――

 11,145百万円

 11,487百万円

 120百万円

 60百万円

 71百万円

※２　売上原価項目中、他勘

定振替高の内訳は次のと

おりであります。

製造経費への振替

販売費及び一般管理費

への振替

材料費への振替

その他

合計

 6百万円

 44百万円

 1百万円

 1百万円

 53百万円

 3百万円

 30百万円

 2百万円

 1百万円

 36百万円

※３　一般管理費及び売上原

価中の当期製造費用に含

まれる研究開発費

6,216百万円 6,119百万円

※４　固定資産売却益の内容

は、次のとおりでありま

す。

―――――

機械及び装置

工具器具及び備品

合計

 0百万円

 0百万円

 0百万円

※５　退職給付引当金戻入額

の内容

　退職給付制度の改定に関する労使間の合

意等に伴って発生した過去勤務債務（債務

の減額）をその発生時において一括処理し

たものであります。

―――――

 

 

 

※６　固定資産除却損の内容

は、次のとおりでありま

す。

建物

機械及び装置

車輛及び運搬具

工具器具及び備品

ソフトウェア

合計

 4百万円

 31百万円

 0百万円

 16百万円

 ―  

 52百万円

 44百万円

 25百万円

 ―  

 18百万円

 0百万円

 88百万円

※７　固定資産売却損の内容

は、次のとおりでありま

す。

機械及び装置

車輛及び運搬具

合計

 2百万円

 0百万円

 2百万円

 3百万円

 ―  

 3百万円
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（株主資本等変動計算書関係）

前事業年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

前事業年度末
株式数(株)

当事業年度
増加株式数(株)

当事業年度
減少株式数(株)

当事業年度末
株式数(株)

自己株式     

普通株式 2,226 ※　250 ― 2,476

合計 2,226 250 ― 2,476

　※　単元未満株式の買取によるものであります。

当事業年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

前事業年度末
株式数(株)

当事業年度
増加株式数(株)

当事業年度
減少株式数(株)

当事業年度末
株式数(株)

自己株式     

普通株式 2,476 ※　1,600 ― 4,076

合計 2,476 1,600 ― 4,076

　※　単元未満株式の買取によるものであります。
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（リース取引関係）

項目
前事業年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

  リース物件の所有権が借主

に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース

取引

(1）リース物件の取得価額相

当額、減価償却累計額相当

額及び事業年度末残高相当

額

機械及び
装置

(百万円)

 車輛及び
運搬具

(百万円)

 工具器具
及び備品
(百万円)

 ソフト
ウェア

(百万円)

 
合計

(百万円)

機械及び
装置

(百万円)

 車輛及び
運搬具

(百万円)

 工具器具
及び備品
(百万円)

 ソフト
ウェア

(百万円)

 
合計

(百万円)

取得価額相当額

減価償却累計額相当額

事業年度末残高相当額

30 6 258 265 561

8 3 122 83 217

22 3 135 182 344

30 3 227 259 521

16 1 113 129 261

14 2 113 129 260

(2）未経過リース料事業年度

末残高相当額

１年内 113百万円

１年超 235百万円

合計 348百万円

１年内 103百万円

１年超 161百万円

合計 265百万円

(3）支払リース料、減価償却

費相当額及び支払利息相当

額

支払リース料

減価償却費相当額

支払利息相当額

 123百万円

 117百万円

 7百万円

 122百万円

 116百万円

 6百万円

(4）減価償却費相当額の算定

方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を

零とする定額法によっております。

同左

(5）利息相当額の算定方法 　リース料総額とリース物件の取得価額相

当額との差額を利息相当額とし、各年度へ

の配分方法については利息法によっており

ます。

同左

（有価証券関係）

前事業年度末（平成19年３月31日）

子会社株式で時価のあるもの

　該当事項はありません。

当事業年度末（平成20年３月31日）

子会社株式で時価のあるもの

　該当事項はありません。
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（税効果会計関係）

項目
前事業年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

１　繰延税金資産・負債の主な発生原

因別内訳

(1）流動資産・負債の部

繰延税金資産

未払賞与

未払事業税

その他

繰延税金資産

 548百万円

 28百万円

 153百万円

 731百万円

 526百万円

 ―  

 149百万円

 676百万円

繰延税金負債

たな卸資産（貸方原価差額）

その他

計

繰延税金資産の純額

 99百万円

 ―  

 99百万円

 632百万円

 90百万円

 8百万円

 99百万円

 577百万円

(2）固定資産・負債の部

繰延税金資産

退職給付引当金

役員退職慰労引当金

その他

計

評価性引当額

繰延税金資産

 2,250百万円

 104百万円

 71百万円

 2,426百万円

 △45百万円

 2,380百万円

 2,093百万円

 107百万円

 90百万円

 2,291百万円

 △22百万円

 2,269百万円

繰延税金負債

その他有価証券評価差額金

繰延税金資産の純額

 591百万円

 1,788百万円

 551百万円

 1,718百万円

２　法定実効税率と税効果会計適用後

の法人税等の負担率との主な差異原

因

法定実効税率

（調整）

住民税均等割額

交際費、受取配当等の一時

差異ではない項目

試験研究費に係る税額控除

その他

税効果会計適用後の法人税等

の負担率

 40.4％

   

 0.6％

 △1.1％

 △7.0％

 △0.8％

 32.1％

 40.4％

   

 1.8％

 6.7％

 △4.2％

 △0.7％

 44.0％
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（１株当たり情報）

項目
前事業年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

１株当たり純資産額 587.44円 584.77円

１株当たり当期純利益 38.43円 10.87円

　（注）１　潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、希薄化効果を有している潜在株式がないため記載してお

りません。

２　１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、次のとおりであります。

項目
前事業年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

１株当たり当期純利益   

当期純利益（百万円） 1,503 425

普通株主に帰属しない金額（百万円） ― ―

普通株式に係る当期純利益（百万円） 1,503 425

普通株式の期中平均株式数（株） 39,128,768 39,127,908

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり当期純利益の算定に含めな

かった潜在株式の概要

平成15年６月27日定時株主総

会の特別決議ストック・オプ

ション（新株予約権124個）

平成15年６月27日定時株主総

会の特別決議ストック・オプ

ション（ ―――― ）

（重要な後発事象）

前事業年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

　該当事項はありません。

当事業年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

　該当事項はありません。
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６．その他
(ア）役員の異動（平成20年６月27日付）

  (1) 昇任予定取締役　 

　　　　常務取締役IC事業部長　瀬戸　祐一（現・取締役IC事業部長）

  (2) 退任予定　　

　　①　取締役

　　　　取締役相談役　　　　  久米  一弘（相談役留任）

　　②　監査役

　　　　社外監査役（非常勤）  岡島  昂一

新日本無線㈱ (6911) 平成 20 年 3 月期決算短信

－ 60 －



(イ）生産、受注及び販売の状況

(1）生産実績

　生産実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

事業部門の名称 金額（百万円） 金額（百万円）

マイクロ波管・周辺機器部門 4,328 4,506

マイクロ波応用製品部門 6,258 4,566

半導体部門 49,016 50,492

合計 59,603 59,566

　（注）　金額は、販売価格で表示しております。

(2）受注実績

　受注実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

事業部門の名称
受注高

（百万円）
受注残高
（百万円）

受注高
（百万円）

受注残高
（百万円）

マイクロ波管・周辺機器部門 5,331 2,527 4,146 2,093

マイクロ波応用製品部門 6,100 150 4,692 110

半導体部門 50,268 4,231 50,600 3,561

合計 61,700 6,909 59,439 5,764

(3）販売実績

　販売実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

事業部門の名称 金額（百万円） 金額（百万円）

マイクロ波管・周辺機器部門 4,222 4,578

マイクロ波応用製品部門 6,209 4,731

半導体部門 50,293 51,132

合計 60,725 60,443

　（注）　総販売実績に対する割合が10％以上の相手先がないため、主な相手先別の販売実績の記載を省略しております。

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以上
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